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１ 労働者災害補償保険制度の概要
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労働者災害補償保険とは ３

○「使用者」は、「労働者」の業務上の負傷、疾病等に対し、災害補償責任がある。

治療費等が高額になることも

○「労働者」が確実に補償を受けられるように、「使用者」の災害補償責任を担保する制度。
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労働基準法
第７５条 労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合において
は、使用者は、その費用で必要な療養を行い、又は必要な療養の費用
を負担しなければならない。

労働者災害補償保険法
第１条 労働者災害補償保険は、業務上の事由、（中略）又は通勤に
よる労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護
をするため、必要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由、（中
略）又は通勤により負傷し、又は疾病にかかった労働者の社会復帰の
促進、当該労働者及びその遺族の援護、労働者の安全及び衛生の確保
等を図り、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。



業務災害と通勤災害 ４

【原因・事由】 【災害分類】 【保 険】

仕事によるもの 業務災害

労災保険
通勤によるもの 通勤災害

その他 その他の災害 健康保険等

※業務災害、通勤災害以外が原因の場合（私傷病）、労災保険から給付できない。
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労働者災害補償保険法（再掲）
第１条 労働者災害補償保険法は、業務上の事由又は通勤による労働
者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して・・・必要な保険給付を行
い、・・・



業務災害とは ５

（※１）業務遂行性とは

労働者が労働契約に従って事業主の支配下にある状態をいい、労働者が

会社、事務所等で仕事をしている時や出張先で仕事をしたり、その場所への

往復行為。

（※２）業務起因性とは

従事する業務に通常伴う危険が具体化したものなど、負傷又は疾病と

業務との間に相当な因果関係がある場合。
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通勤災害とは ６

◎通勤災害と認められるためには、その前提として、㋐から㋒までの移動
が労災保険法における通勤の要件を満たしていることが必要となる。
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労災保険法における通勤の要件（※１）～（※４） ７

（※１）「就業に関し」とは

通勤はその移動が業務と密接な関係をもって行われなければならない。

したがって、㋐または㋑の移動の場合は、被災当日に就業することとなっ

ていたこと、または、現実に就業していたことが必要。㋒の移動の場合、原

則として、就業日とその前日または、翌日までに行われるものについて、通

勤と認められる。

（※２）「住居」とは

労働者が居住している家屋などの場所で、本人の就業のための拠点となる所。

（※３）「就業の場所」とは

業務を開始し、または終了する場所。

（※４）「合理的な経路および方法」とは

移動を行う場合に、一般に労働者が用いると認められる経路および方法。

合理的な経路については、通勤のために通常利用する経路が複数ある場合

それらの経路はいずれも合理的な経路となる。
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労災保険法における通勤の要件（※５）～（※７） ８

（※５）「業務の性質を有するもの」とは

（※１）～（※４）までの要件を満たす移動であっても、その行為が「業

務の性質を有するもの」である場合には、通勤とならない。

（※６）「往復の経路を逸脱し、または中断した場合」とは

「逸脱」とは、通勤の途中で就業や通勤と関係ない目的で合理的な経路を

それること。

「中断」とは、通勤の経路上で通勤と関係のない行為を行うこと。

（※７）「例外的に認められた行為で逸脱または中断した場合」とは

日常生活上必要な行為であって、厚生労働省令で定めるものをやむを得

ない事由により最小限度の範囲で行う場合には、逸脱または中断の間を除

き、合理的経路に復した後は、再び通勤となる。
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厚生労働省令で定める「逸脱」「中断」の ９

例外となる行為

① 日用品の購入その他これに準ずる行為

② 職業能力開発促進法第１５条の６第３項に規定する公共職業能力開発施設において

行われる職業訓練（職業能力開発大学校において行われるものを含む。）、学校教育

法第１条に規定する学校において行われる教育訓練であって、職業能力の開発向上に

資するものを受ける行為

③ 選挙権の行為その他これに準ずる行為

④ 病院または診療所において診察または治療を受けること、その他これに準ずる行為

⑤ 要介護状態にある配偶者、子、父母、配偶者の父母並びに同居し、かつ、扶養して

いる孫、祖父母および兄弟姉妹の介護

（継続的にまたは反復して行われるものに限る）
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労災保険給付の手続き １０



療養（補償）給付（※１）とは １１

（※１）業務災害の場合 → 療養補償給付

あわせて、療養（補償）給付と表記。

通勤災害の場合 → 療養給付

（※２）療養（補償）給付には、「療養の給付」と「療養の費用の支給」がある。

被災労働者が近くに指定医療機関等がないなどの理由で非労災指定医療機

関にかかった場合、療養等に要した費用を給付することになる。（療養の費用

の支給：現金給付）

（※３）「治ゆ」について

労災保険における「治ゆ」とは、身体の諸器官・組織が健康時の状態に完全に

回復した状態のみをいうのではなく、傷病の状態が安定し、医学上一般に認め

られた医療を行ってもその医療効果が期待できなくなった状態（「症状固定」の

状態）のこと。

和歌山労働局 労災補償課



傷病（補償）年金（※１）とは １２

（※１）業務災害の場合 → 傷病補償年金

通勤災害の場合 → 傷病年金

（※２）治ゆしていないことから、当該被災労働者は引き続き、療養（補償）給付を受け

られる。

（※３）傷病等級は、第１～３級まであり、所轄の労働基準監督署長の職権で決定する。

○ 傷病（補償）年金（長期給付）の対象者／対象者ではない者（短期給付）のそれぞ

れに異なるレセプトの様式がある。

・入院用 レセプト（診機様式第４号）、入院外用レセプト（診機様式第５号）で、左上

に 傷 との表示あり。
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請求書等 記入例 １３

記入もれ
に注意

☆請求書の記載に関するお問い合わせは最寄りの監督署まで



請求書等 記入例 １４

☆請求書の記載に関するお問い合わせは最寄りの監督署まで



給付請求書等様式のダウンロード① １５



給付請求書等様式のダウンロード② １６



給付請求書等様式のダウンロード③ １７



２労災診療費等請求における留意点
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○ 傷病名欄の傷病名の記入もれ

○ 傷病の経過欄及び摘要欄への傷病経過等の詳細の記入を

○ 初診・再診時における「時間外・深夜算定」場合の来院時間の記入を

○「診療情報提供料」算定された場合の提供先医療機関名の記入を

○ 入院患者に対して特別食を算定された場合の対象となっている病名やこれを

算定した具体的な理由の記入を

○ 入院患者に対して入院室料加算を算定された場合の期間と算定理由及び部屋

番号の記入を

○ 頻回に検査等を実施された場合の頻回に必要とした理由を傷病経過欄及び摘

要欄に記入を

○ 令和８年６月作成分から文書料が改訂されています

・療養（補償）等給付たる療養の給付請求書 ２，２００円

・休業（補償）等給付請求書 ２，２００円

・障害の状態に関する診断書 ７，０００円

□ 労働基準監督署から依頼のあった診断書については、依頼元の労働基準監督

署に提出してください

診療費請求における留意点 １９
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○ 石綿（アスベスト）に起因する中皮腫については、治療上の副作用のために複

数診療科への受診も考えられる。

中皮腫の治療に関連して発症した傷病の治療についても、労災保険給付の対象

となり得ることから、業務上疾病の治療に関連しているか否かを判断のうえ、該

当する保険に請求してください。

○ 中皮腫に限定される取り扱いではなく、他の傷病（業務上疾病）でも同様の取

扱いになる。

治療上の副作用にかかる請求について ２０
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アフターケア制度に係る請求について ２１

○アフターケア制度は、傷病名によるアフターケア手帳が対象者に交付され

ており、保険給付とは検査の回数や措置範囲が異なる。

１．請求方法について

➀アフターケア委託費請求内訳書は、診察年月日毎に１枚ずつ作成する。

➁アフターケア委託費請求書１枚に内訳書をまとめて添付する。

➂請求にあたっては、新規と継続に分ける必要はなく、１か月毎のアフターケア

委託費請求内訳書をまとめて請求する
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アフターケア制度に係る請求について ２２

２．注意点

➀アフターケア手帳については、毎月、患者に提示を求めて手帳番号と有効期

限を必ず確認する。

※対象傷病が複数ある場合、アフターケア手帳を傷病毎に交付されている。

アフターケア委託費請求内訳書の「アフターケア手帳番号」には、対象

傷病の手帳番号の記入すること。

※手帳の有効期限は、対象となる傷病名によって、１年、５年と異なってお

り、なかには更新できない傷病名もある。

➁アフターケア委託費請求内訳書の「前回の検査年月日」欄の記入もれに注意。

※規定回数等の確認に必要となる。

③紙媒体のアフターケア委託費請求書や内訳書はOCR入力しますので、文字は

□枠内に記入し、はみ出さないようにしてください。
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アフターケア手帳の確認ポイント ２３


